


























国名 外国銀行 支店名 開設年月
米国 紐育ナショナル・シテイ銀行 東京 1927，1英　国 香港上海銀行 東京 1924，11敵 ク 横浜 1866．5
〃 神戸 1870．5
性 〃 チャータード銀行 横浜 ユ880．8
〃 神戸 1895．2
国 オランダ 和　蘭　銀　行 神戸 ユ920．3
〃 蘭印商業銀行 東京 ユ926．2
〃 神戸 ユ920．6
非 フランス 日　仏　銀　行 東京 ユ9ユ2．1工
〃
敵 神戸 1927．7
性 中　国 中　国　銀　行 大阪 193ユ．9






















































































































































































































































































































































支店認可 46．547．948．7 49．8 50．1時期 ～ ～ ～ ～ ～
銀行名 47．848．649．7 49．12 52，4
紐育ナショナル・シテイ銀行 東京，大阪 横浜 名古屋
印度支那銀行 東京
香港上海銀行 東京 神戸 横浜 大阪
チャータード銀行 東京 横浜，神戸 大阪
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第一 大和 富士 神戸 勧業 大阪 三和 藁京 東海 帝国 興業
NC，B 1 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
BoiA 2 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○
C．N．B 3 O ○ ○ O ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○
HSBC 4 O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○
CB1AC、 5 ○ O O ○ ○ ○ ○■ ○
NH，M、 6 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ O ○
NH 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
M．BI 9




ChemcaIBa皿k 工3 ○ ○
F1rstN茗o㎝al．Chloago14 ○ ○
Gu註閉tyTrust15 ○ ○ ○
JH㎝r｝Sohroder16 ○ ○ ○ ○ ○
1nmgTru畠t 17 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○
Ma皿咀faotur砒s 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
W訓盲F丑rgo 工9 ○ ○
眺hoPNatl㎝釦 2工 ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○




第一 大和 富士 神戸 勧業 大阪 三和 東京 東海 帝国 興業
N－CB 1 ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○
B，ofA 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CNB 3 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○
HSBC 皇 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CBI且C 5 ○ O ○ O ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○MBI 9 ○ O ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L’I皿d㏄hm直 1o ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
B．oilnd1a 20 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ O ○ O ○ ○
HH．蛆独P閉i皿t1釦〕 23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○
NH、（Rot出竃th－ld） 2且 ○ O O ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（出典）　日本銀行『日本銀行沿箪史』第4集第12巻495ぺ一ジ
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　為替銀行は，外国にある銀行その他の金融機関とコルレス契約を結ぼうとす
るときは，外国為替管理委員会（外為委）の承認が必要であった。これが初め
て認められたのは1950年4月5日以降の在米銀行とのコルレス契約であり，4
月10日から取引が開始された。1952年6月2日からは在英銀行とのコルレス契
約も認められるに至った。
　コルレス契約の締結に当っては，相互に信用のおける銀行であることが第一
条件である。しかし，本邦為替銀行が戦後の海外事惰に疎く，また，1950年6
月に「外国為替等集中規員リ」が公布されるまでは，まだ外貨資金の保有も認め
られなかったので，自己勘定をもつことができず，外為委からの委任状
（Power　of　Attomey）により，外為委が外国銀行に開設している外為委名儀
勘定を自己のコルレス勘定の如く利用してコルレス先と取引を行なわざるをえ
ない状況にあった。1952（昭和27）年6月！6日以前においては，為替取引の行
なわれる都度，資金の受払いはこの勘定を通じて決済されたのである。いま，
195ユ年3月20日時点における本邦為替銀行と海外コルレス先との関係を示せば，
第16表の通りである。
6．乙種外国為替銀行
　外国為替銀行は，国際取引の関門であり，外為法第12条及び第13条において，
合法的な取引が外国為替銀行を通じてのみ決済されることを保証し，不正な資
金移動を防止する立場にある。為替銀行は，外国為替取引及びこれに付帯する
大部分の業務についての活動および海外銀行との直接取引が認められていたか
らである。
　民間輸出入貿易が軌道に乗り，為替取引が拡大するにつれ，わが国の外国為
替業務はこれまでの為替銀行23行（外銀12，邦銀11，後に日本興業を追加）の
みをもってしては，輸出の認証および輸入の承認等の事務に伴う輸出手形の買
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　　　　　　　　　占領期日本の対外経済関係と外国為替銀行（下）　　　　　　　　69
取，輸入信用状開設などの受信業務において処理の円滑を欠くとの見通しから
先発23行（甲種為銀）の補完的な機能を果たす為替銀行の必要性が高まり，乙
種外国為替銀行（通称，乙種為銀）が1950年1月31日以降，大蔵省告示により，
順次認可された。
　1950年1月以降，平和条約発効までの期問に認可された乙種為銀は次の通り
である。
〈1950年1月31日付〉
北海適拓殖銀行　　　（本店ほか5ヵ店）
北陸銀行　　　　（東京支店ほか2ヵ店）
埼玉銀行　　　　　　　　（東京支店）
静岡銀行　　　　　（本店ほか2ヵ店）
＜1950年4月11日付〉
朝日信託銀行　　　　　　（本店）
中央信託銀行　　（本店ほか2ヵ店）
富士信託銀行　　（本店ほか2ヵ店）
鹿児島興業銀行　　　　　（本店）
協和銀行　　　　（本店ほか1ヵ店）
東京信託銀行　　（本店ほか3ヵ店）
＜1951年4月21日付〉
福岡銀行　　　　　　（東京支店）
滋賀銀行　　（東京支店ほかユヵ店）
日本信託銀行　　　　　　（本店）
横浜興信銀行　　　　　　（本店）
＜1952年1月11日付〉
百五銀行　　　　　（名古屋支店）
483
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十六銀行　　　　　（名古屋支店）
親和銀行　　　　　　　　（本店）
＜ユ952年2月7日付〉
山口銀行　　　　　　　　（本店）
　これら乙種為銀の業務内容は「対外支払手段の売買，発行及び本邦と外国と
の間における支払または取立の依頼の引受けならびにこれらの業務に付帯する
業務，ただし，外為法第11条に規定する業務上の取決めに基づく取引を除く」
と規定されていた。したがって，外国にある外国銀行等とコルレス契約を緒ぶ
ことが許されない点が，甲種為銀との最も大きな相違点であった。それゆえ，
乙種為銀は，信用状の発行，被仕向送金為替の支払，被仕向取立為替の決済も，
すべて甲種為銀に取次ぐのみで，直接行なうことはできなかった。
　このため，乙種為銀は，顧客から外国通貨を買い取ったときは，これを甲種
為銀に売却し，顧客に売却するための外国通貨は甲種為銀から買い取ることを
要した。また輸出為替その他仕向取立為替の買取りまたは取立依頼の引受けは
認められていたが，これを外国にある銀行へ直送することは許されず，それを
国内において甲種為銀に売却するか，または取立の再依頼を要したのである。
　1952（昭和27）年4月28日平和条約が発効し，連合国軍による日本の占領・
管理は名実ともに終了した。この時点における，本邦甲種為替銀行は12行
323ヵ店，乙種為替銀行は18行46ヵ店，両替商は11社であった。
〈むすび〉
　太平洋戦争に敗北した結果，1945（昭和20）年8月から！952（昭和27）年4
月までの6年8ヵ月問，日本は連合国軍の占領・管理下にあった。日本が外国
勢力の支配下におかれたのは建国以来初めてのことであり，きわめて異常な時
期であったことはいうまでもない。こうした時期ゆえの，対外経済面における
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特徴的な点を以下に列挙して，本稿のまとめとしたい。
71
／1）米軍票の国内流通を阻止
　日本の通貨当局は，戦時中の中国や南方における自らの体験にかんがみ，軍
票の流通がもたらすインフレーションや経済の混乱を回避するため，米軍票の
国内流通だけは回避しなければならないと考えた。このため，無条件降服で
あったにも拘わらず，日本当局はマッカーサー元帥の厚木到着以前に，先遣隊
をマニラに送り必死の働きかけを行なった努力が奏効したのである。いわば，
体を張って通貨主権だけは守り抜いたのであり，当時の当局者の勇気と英断に
は敬服させられる。占領下にあって，軍票の流通を阻止した例はきわめて少な
いものと思われる。
（2）貿易代金決済の内外分断方式
　占領下の日本は，諸外国との直接交渉は認められず，SCAPが対外関係の当
事者となった。しかし，対内的には，SCAPは日本国民を直接統治するのでは
なく，すべて日本政府への指令を通して施策を実行するという聞接統治であっ
た（但し，沖縄は直接統治）。　このため，貿易・為替面では内外分離方式が
取られた。即ち，日本側は政府（貿易庁）が「貿易資金」（円資金）を管理し，
日本の輸出業者への支払，輸入業者からの取立をすべて円貨で行ない，一方
SCAPは外国商社や外国銀行を使って輸出入を行ない，決済は自己の管理する
国庫信託基金又はSCAP商業勘定（外貨資金）で処理したのである。つまり，
内外の決済は別々に行なわれ，その閻為替取引は生じない，という奇妙な形態
であった。これは間接統治の反映に外ならない。
（3〕貿易等の管轄権の段階的移譲
　貿易，外貨資金，外国銀行の管轄権は当初はすべてSCAPの手中にあった
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　485
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が，日本側へ段階的に移譲された。権限の委譲を一拠に行なえば，経済活動に
混乱を生じる恐れがあるため，ソフトランデングを心がけたのである。
　貿易面では，当初は完全な国営貿易であったが，1947年8月に制限付民間貿
易へそして，49年末に完全な民問貿易へと移行した。また，為替面では，外
貨資金が国庫信託基金から，47年8月にSCAP商業勘定へ，次いで，SCAP代
理FECB勘定，→日本政府代理FECB勘定へと移管された。こうした配慮が
混乱の回避に役立ったことは明らかである。
（4）権限委譲の早期繰上げ
　各種の権限委譲が予定を繰り上げて早期に（ユ949年末），平和条約の発効前
に完了したことは注目に値する。この結果，占領は事実上4年4ヵ月で完了し
たのである。
　占領期がこのように短縮された背景には，SCAPの占領行政に対する日本当
局の協力もさることながら，戦後の国際情勢の急変がある。第2次大戦中，連
合国の一員であった中国に代わる共産中国の出現と中ソ同盟の成立が米ソ関係
を冷戦へと変容させたのである。このため米国としては，日本を早く経済的に
自立させ，自由主義陣営の一員としての役割を担わせようとの考えに変わり，
それが対臼政策を急転換させたのである。賠償の縮小，援助増大にそれが端的
に表れている。
（5）適切な日本当局の対応
　日本は経済の再建・自立をめざして，産業復興と輸出の促進を図った。とく
に，外貨資金面では，乏しい外貨を有効に使うため，外貨集申制，外貨予算制，
を中心とする厳しい為替管理を行なったのが有効であったといえよう。また，
ユ940年代後半のシャープ勧告による税制改革，ドッジ・ラインによる金融財政
面での厳しい引締め政策が奏効し，インフレ克服に成功した。1950年，朝鮮動
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乱を契機とする特需が日本経済をうるおし，その後の高度成長の推進力となっ
たのは幸運であったといえよう。　　　　　　　　　　　　　　　　（完）
　　（本稿は，1995年度商学部徳井研究振興基金の研究助成を受けて実施した
「戦後占領期における在日外国銀行の諸活動の研究」の研究成果の一部であ
る。）
注㈱立脇和夫「載前鰯の在日外国銀行」（下〕（［早稲田商学』第366・367合併号，1996年ユ月）
　㈱　閉鎖機関整理委員会編r占領期閉鎖機関とその特殊清算』昭和29年
　闘　昭和2ユ年大蔵省告示第605号
　㈱　日本銀行『日本銀行沿革史j第4集　第ユ5巻　385ぺ一ジ。402ぺ一ジ。
　㈱　Surpre　Com㎜ander　for　the　Allied　Powers．Hlstory　of　the　Non－Military　Act1vities　of　th邊Occl1pa－
　　tl㎝of　Japa皿．（以下，SCAP，Hlstory）Vo］、ユ3叫27
　㈱　日本銀行　前掲書　第4集　第6巻　9－1Cぺ一λなお，高石末吉r覚書終戦財政始末」
　　（第12巻　341ぺ一ジ）や大蔵省財政史室編『昭和財政史一終戦から講和までj（第15巻114
　　ぺ一ジ）などに，紐育ナシ目ナル・シティ銀行東京支店の關設時期が昭和22隼6月15日，と記さ
　　れているのは正しくない。
　偉9　General　Headquarters，United　Sta旋s　Army　Forces，Paclfic　Public　Relati011s　Office，Pac1fic，Pre＄s
　　Rekase，（以下，GHQ　Press　Release〕j岬ユ6．1946
　牡Φ　　Ib1d，Ju1y16．1946
　ω　日本銀行　前掲書　第4集　第6巻　9－10ぺ一ジ。
　尊功　GHQ，P陀ss長dease，J；㎜uaryユ3，ユ947
　㈹　GHQ，Press　Re1ease，May24．1947：SCAP，Hlstory，Vo1．13，p－29；SCAP，Su㎜mation　of
　　N㎝一Milltary　Act岬ities　in　japan　and　Korea（以下，SCAP，Sum㎜atlon）、N軌2ユ，Jun直1947，p．207，
　　日本銀行　前掲書　第4集　第ユ5巻　669ぺ一ジ竈
　幽　日本銀行　前掲書　第4集　第6巻　59ぺ一ジ。
　鯛　GHQ，Press　Re1e盆se，Ju1y11．1947；SCAP，History，Vol，13，p．29；SCAP．Summ邊tion，No29，
　　Februaryユ948，p　229
　色θ　GHQ，Press　Rele邊se，July24．1947，August2．1947；SCAP．Hlstory，VoL13，p．29；SCAP，Summa－
　　tion，No，22，July1947，p．229
　畠功　GHQ，Pre霊s　Rdease．Aug鵬士9，ユ947；SCAP，S咀皿皿囲t1o皿，No23，A1］gust1947，p．255
　㈱　大蔵省財政史室　前掲書　第15巻　！14ぺ一ジ。
　毎勃　GHQ，Press　Re1e註se，M盆r｛lh16．1948．
　　　なお，本文で述べた先発2行以外の銀行の支店開業跨期は，畷行金融総監’昭和幽年版（日
　　本輿論調査研究所編，昭和24隼）によれば，
　　　香港上海銀行東京支店　1947年8月
　　　チャータード銀行東京支店　19真7隼9月
　　　和蘭銀行大阪支店　1947年10月
　　　蘭印商菜銀行東京支店　1947年2月
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　　バンク・オプ・アメリカ東京支店　1947隼11月
　　チェース・ナショナル銀行東京支店　1947年12月
　となっているが，蘭印商業のSCAP認可は1947年7月2日であるので，ユ947年2月開業は誤り
　とみられる。
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63　SCAP，Su血m齪tion，N軌24，Septユ947，p．11　ただし，GHQ，Press　Release，0ct－22．1947および
　SCAP．Historyyol，13，p，29では中国銀行の認可された日が1947年ユ0月4日，とある。
㈱　SCAP，Summa舳on，No，29，Feb．ユ948，p225一
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㈱　大蔵省銀行局す第1回銀行局金融年報』昭和27年　177ぺ一ジ。
㈱渡辺公徳『外国銀行と日本」（『国際金醐第523号　1974年3月1日）8ぺ一λ
㈱　日本銀行　前掲書　第互集　第4巻　161ぺ一ジ。
㈱　香港上海．チャータード，印度マーカンタイルの3行
㈱　日本銀行　前掲書　第4集　第13巻　536ぺ一ジむ
㈱　当初，外国為替銀行（為銀）は甲種と乙種に分かれていれすなわち，都銀11行・日本興桑銀
　行及び外国銀行12行を甲種為銀と称し，その他の邦銀を乙種為銀と称した。甲種為銀の業務範囲
　は広く，海外の銀行とのコルレス契約，信用状の発行等が認められたが・乙種為銀はそうした業
　務を直接行なうことが認められず、甲種為銀に取次ぐのみであっれ甲砥乙種の区別は昭和45
　年に8月1日に廃止されたむなお，「外国為替銀行」の呼称は，1954隼4月，「外国為替銀行法」
　　（昭和29隼法第67号）の制定に伴い，同法に基づく銀行と区別するため，「外国為替公認銀行」
　と改められた。
㈱　B本銀行　前掲書　繁4集　第12巻　449ぺ一ジ。
㈹　芳賀四郎編『日本管理の機構と政策』有斐閣　昭和26年　224ぺ一ジ。
㈹　外務省特別資料課編『日本占領及び管理重要文書集』第3巻東洋経済新報社　昭和24年　10
　ぺ一ジむ
㈲　加藤恒三郎丁外国為替の理論と実務』（上巻）外国為替研究協会　昭和26隼　464ぺ一ジ。
㈲　岩波書店編『近代日本総合年劃第2版　岩波書店　］984年
㈲　日本銀行調査局『戦後わが国金融制度の再編成』（昭和20年8月一27年〕昭和皇2年
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